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執務中の近影 

▲

　皆様には新しい年をつつがなくお迎えのこと
と、心からお慶び申しあげます。
　さて、国内がコロナ禍に包まれて４年目に入
ります。
　この間、コロナに感染しないことを最優先に、
不自由さを余儀なくされた生活を過ごしてきま
したが、ワクチン接種も徐々に進み症状も軽度
や無症状が増えてきたことから、政府は、社会
経済活動へと舵を切り旅行支援を再開、それに
呼応するように各都道府県でも上乗せの支援を
行ったことや、外国人観光客の入国制限も緩和
したことから一気に人流が活発になりました。
　そこに感染力が強い変異株BA・5が出現、道
内でも感染者数が一気に増え１日の新規感染者
数が過去最高の11,116人を記録するなど、ま
だまだ、今年も感染予防を最優先にしなければ
ならないようです。
　国内政治は、旧統一教会が自民党に深く浸食

し、政府の政策にも大きく影響を与えたほか、
霊感商法などによる信者の家族崩壊が安倍氏の
襲撃にも繋がったことなど、宗教と政治がク
ローズアップされ、さらに憲法にも触れる敵基
地攻撃能力の保持、原発の延命と建替方針等、
一方、防衛費倍増の財源としての増税と国債発
行、有効対策を打たない燃油と物価高騰、年金
の削減、高齢者医療費や介護保険の自己負担増
等、国民へのしわ寄せは容赦なしです。
　道政も、政府を見習ってか問題の先送りが目
立ち、知事の２期目立候補や次期衆議への鞍替
えも巷間噂されていることから、腰を据えた行
政とは言い難いと思います。今年も課題山積の
政治状況ですが、明日の函館・北海道を創るた
め、全力で活動して参ります。
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　第４回定例道議会は11月29日に開会し、令
和４年度一般会計補正予算、１本の決議案、４
本の意見書などを可決し12月15日に閉会しま
した。
　先ずは、開会冒頭に来年４月に札幌市で開催
予定の「Ｇ７札幌　気候・エネルギー・環境大
臣会合」関連経費、ゼロカーボン北海道普及促
進事業費、高病原性鳥インフルエンザの防疫措
置費等総額約118億5千万円の補正予算が提案
され更に12月6日には、23年1月以降の旅行商
品割引支援や人手不足が深刻な業種への支援金
など経済対策に約238億円、21年度に発生し
た赤潮被害を受けた漁場の回復等に約3億4
千万円など総額約1,747億円の補正予算、冒頭
補正分と合わせて、約1,866億円の補正予算を
計上し予算特別委員会で審議を行い、原案通り
可決致しました。
　これにより、令和４年度一般会計は、総額で
3兆5,071億9,600万円となりました。
　我が会派の代表質問では知事の政治姿勢とし
て、令和４年度の政策評価結果に対する認識を
質しましたが「遅れている施策」に対する理由
や今後の取組には触れず、実に不誠実な答弁と
なりました。全ての責任を政府に転嫁するのは
容易ですが、それでは道民の命と財産は守れな
い事に気づくべきですし、「皆様の声をしっか
りと受け止め、丁寧な情報発信を行い、道民本
位の道政運営に取り組む」と繰返し答弁しまし
たが、こうした答弁こそが道民の気持ちに寄り
添ったものとなっていない証拠ではないでしょ
うか。
　「コロナ対策」にしても「物価高騰対策」に
しても政府の指示を漫然と待つ姿勢は、まさし
く道民本位とは言い難いと思います。
　また、そのことが如実に表れたのが、「新型
コロナウィルス感染症対策」です。
　今般の第８波の定義を問うても、知事からは
エビデンス（科学的な根拠）も示されず、「政
府の分科会会長の発言と新規感染者数の動向

（増加傾向）を踏まえた」と答弁、これが、果
たして道民に向けた丁寧な説明と言えるでしょ
うか。
　経済と雇用については、コロナ禍の長期化、
加えて物価高騰と円安が続く中、道内の事業者
は深刻な影響を受けており、実効性の高い対策
を講じるよう迫りましたが、知事は、「資金繰
り支援」、「事業継承の円滑化」、「既存の条例に
基づく助成制度による支援」等に取り組むと答
弁したものの、果たして必要な支援が、必要な
事業者に行き届くかは不透明と言わざるを得ま
せん。また、原発問題については、政府の見解
で示された耐用年数の延長は、安全性に大きな
懸念があることから知事の見解を質しましたが

「原発の安全性や必要性については政府が責任
を持って、丁寧な説明を行い、国民の理解と信
頼を得ることが重要である」と一般的な答弁を
したものの、知事自身の認識を語ることはあり
ませんでした。
　このほかに、道財政の健全化、大雪による千
歳空港の滞留者解消策、医療・福祉対策、エネ
ルギー政策、日本海溝・千島海溝の巨大地震へ
の認識、建設産業の振興、１次産業の振興策、
人権施策の推進、ゼロカーボン、旧統一教会問
題を契機とする相談体制、北方領土隣接地域の
振興策、教育問題等について質問しました。
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第４回定例道議会報告

決算特別委員会（11／ 8 ）
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　2021年度の一般会計特別会計に対する決算
各部審査と知事総括質疑が行われ委員として質
疑に参加、今回は、総務部、総合政策部、保健
福祉部、公安委員会の４部局の施策について質
しました。
　その中から何点か報告します。

○総務部
　～胆振総合振興局について～
　胆振総合振興局は、地元経済界が出資して建
設した「むろらん広域センタービル」に入居、
総床面積約14,000㎡の半分を占める約7,000
㎡の賃貸料が共用部分を含め月額2,056万円、
年額2億4,678万円、今年で13年となりますか
ら単純計算で合計約32億円になります。
　このビルの建設費は約28億8,000万円です
から、既に賃貸料が建設費を超えています。
　通常、公共施設の場合の耐用年数は50年を
見込みます。（さらに延命に努力）
　しかし、このビルは38年間の耐用年数です。
道によると賃貸料の交渉もしているとのことで
すが、38年間で72億5千万円、50年で換算す
ると約95億円にもなります。建設費約29億円
のビルの半分のスペースしか専用（実質約14
億4千万円分）しないのに、その数倍の賃貸料
を払うことになります。
　この指摘に対し道は “賃貸料は不動産鑑定士
による評価で妥当と判断されている。このビル
への入居は室蘭市や地元期成会から入居への要
請があったこと、旧庁舎が老朽化していたこと
から入居を決定、今後も残り25年間、それ以
上の継続も考えている。” とのことでした。自
ら庁舎を建設した方が支出は少ない事を提案し
ましたが、聞く耳持たずです。無駄を無駄とも
思わない、金銭感覚にびっくりですが、このこ
とをメディアが取り上げようとしないことも不
思議です。
　～泊原発の安全とは～
　泊原発の問題では、いつも知事は “原発はな
により安全が第一” と発言していますが非常に
抽象的な言葉です。

　そこで知事の言う原発の “安全” とは具体的
にどのような状態を言うのかを質しました。
　答弁では、“原発の安全の追求には終わりが
あるものではなく、その向上に向けた不断の取
り組みが必要である” とし、“国においては、
規制委が新規制基準に適合することを確認する
ことにより、安全性が確保されることが確認さ
れたもの、との考え方を示している” と答弁し
ました。
　最初の答弁では “安全には終わりがない” と
のことですから、図らずも泊原発の安全は “未
完” であると言うことを認めたことになります。
　しかし、後段の答弁では“国は、規制委が新
規制基準に適合したと判断すれば安全だと考え
ているとのことだからそうなのだろう”と、国
に結論を預けて知事自ら判断しないという保身
に走っています。
　これまでも自らの考え方を道民に伝えない知
事でしたが、泊原発についても責任逃れに終始
しています。

○総合政策部・保健福祉部・公安委員会共通課題
　～マイナンバーカード～
　決算特別委員会が開催されていた10月段階
で、健康保険証、運転免許証のマイナンバーカー
ド（マイナカード）化や自治体のマイナカード
普及率で地方交付税に傾斜配分を導入すると閣
僚から発言があったことから、関係部局にマイ
ナカードについて質しました。
　保健福祉部は “保険料を納めている方が制度
に基づく医療提供を受けることは当然であり、
健康保険証が手元に無い場合でも、医療に遺漏
が無いように国に求めていく” と答弁、健康保
険証のマイナカード義務化に疑問を呈しました。
　運転免許証を所管する公安委員会（道警）は、
“免許証所有者は住所変更等の手続きがワンス
トップとなるというメリットがあるが警察はパ
トカーを含めた警察官にカードリーダーを携帯
させなければならない” と答弁し、メリットは
少なく、デメリットが考えられる事が分かりま
した。
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～21年度決算特別委員会審査～～21年度決算特別委員会審査～
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ハワイ州イゲ知事来道レセプション（10／26）

全国漁港・漁場大会（函館）（10／19）

自治労道南地方本部第６回
定期大会（11／5）　　　　

J ｰ POWER竹原火力
発電所視察（11／14）

渡島・檜山道政懇話会（地域課題の建設部長への要請）（11／2）

具志川火力発電所視察（11／15）

ユニバーサルデザイン（UD）の考えに基づいた見やすいデザインの文字を採用しています。

第４回定例道議会で採択された決議・意見書
○朝鮮民主主義人民共和国のミサイル発射に抗議する決議
○私立専修学校等における専門的職業人材の育成機能の強化等を求める意見書
○帯状疱疹ワクチンへの助成並びに定期接種化を求める意見書
○知的障がいに対する国の対応拡充を求める意見書
○食料安全保障を担う持続可能な北海道酪農畜産の支援に関する意見書

写真で見る主な活動 http://www.t-tooru.com/
※詳しい活動報告はホームページに掲載しています。

　マイナカードの普及率が地方交付税に影響を
与える問題について総合政策部は “道内の市町
村のうち22年10月時点で、普及率が最も高い
壮瞥町で74.4％、また最も低い本別町で30.5 
％、地方交付税は地域において一定の行政サー
ビスを提供するために必要な財源を交付するた
めのものであり、その趣旨を十分に踏まえる必
要がある”と答弁し、カード普及率を地方交付
税の算定に利用することは、制度の否定である
との認識を示しました。

　すなわち、健康保険証や運転免許証のマイナ
カード義務化や普及率と交付税についても、行
政の現場では全く評判の悪いことが明らかにな
りました。
　この他に、指定管理者制度について、少子化
における学校法人の状況等について、重要土地
規制法について、並行在来線とはこだてライ
ナーについて、高齢者施設について、を質問し
ました。詳しい質疑内容につきましては、ホー
ムページに掲載していますのでご覧下さい。


